
１．介護保険制度改正の概要 

地域包括ケアシステムの構築と介護保険制度の持続可能性の確保を基本的な考え方とし、事業の

充実と重点化・効率化及び費用負担の公平化を柱として、次の事項について改正が行われます。 

項 目 内  容 

１  

地域包括ケア

システムの構築

に向けた見直し 

(1) 在宅医療・介護連携の

推進 

・ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、在宅医療・介

護サービス提供体制の構築に取り組む。  

(2) 認知症施策の推進 ・ 認知症初期集中支援チームの設置、認知症地域支援推

進員等の設置などにより早期対応に取り組む。 

(3) 地域ケア会議の充実 ・ケアマネジメントの質の向上、地域課題の把握などに

取り組む。 

(4) 生活支援サービスの

体制整備 

・新総合事業実施に当たり、協議体の設置や生活支援コ

ーディネーターの配置等により、事業の仕組みづくりや

地域支援に取り組む。 

(5) 地域包括支援センタ

ーの機能強化 

・ 役割に応じた人員体制の強化、センター間及び行政と

の役割分担・連携強化などに取り組む。 

〔以上、H27.4 月から〕 

２ 

サービスの重

点化・効率化 

(1) 介護予防給付の一部

を地域支援事業へ移行 

・ 予防給付のうち「介護予防訪問介護」・「介護予防通

所介護」を介護予防・日常生活支援総合事業（新総合事

業）に移行する。                  〔H29.4 月まで〕

(2) 特別養護老人ホーム

の中重度者への重点化 

・ 新規入所者を要介護 3以上に限定する。（要介護 1・2

は特例）                   〔H27.4 月から〕

３ 

 費用負担の公

平化 

(1) 低所得者の第 1 号保

険料の軽減強化 

・ 従来の軽減措置に加え、別枠で公費により住民税非課

税世帯の軽減割合を拡大する。      〔H27.4 月から〕

(2) 一定以上所得者の利

用者負担の見直し 

・ 一定以上所得者の利用者負担を 1割から 2割に引き上

げる。                            〔H27.8 月から〕

(3) 高額介護サービス費

の見直し 

・ 現役並み所得者の世帯の負担上限額を引き上げる。

〔H27.8 月から〕

(4) 補足給付の見直し（資

産等の勘案） 

・ 低所得の施設利用者の食費・居住費を補てんする補足

給付の要件に資産等を追加する。    〔H27.8 月から〕 

４ 

 その他 

(1) 在宅サービスの見直

し 

・ 小規模通所介護を地域密着型サービスへ移行する。

〔H28.4 月から〕

(2) 施設サービス等の見

直し 

・ サービス付き高齢者向け住宅を住所地特例の対象とす

る。                              〔H27.4 月から〕

(3) 介護サービス情報公

開制度の見直し 

・ 制度外の宿泊サービス（いわゆる「お泊まりデイサー

ビス」の情報公表                  〔H27.4 月から〕



２．第６期介護保険事業計画について 

１．高齢者数の見込み 

   総人口が減少する中、高齢者数（第１号被保険者数）は引き続き増加します。 

65～74 歳の前期高齢者数が減少に転じる一方、75 歳以上の後期高齢者数の増加が 

顕著となります。 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 37 年度 

第１号被保険者数 
（65 歳以上高齢者数）

（対前年度比）

110,610 人 
（103.6） 

114,271 人
（103.3）

117,923 人 
（103.2） 

119,292 人 
（101.2） 

120,661 人
（101.1）

124,935 人
(H26 比 109.3)

高齢化率 ２６．３％ ２７．２％ ２８．１％ ２８．６％ ２９．１％ ３１．５％

（各年度９月末現在、住民基本台帳） 

２．要介護認定者数の見込み

要介護認定者数の伸びは、高齢者数の伸びよりも高い伸びを示しており、年 1,000 人

超のペースで増加し、平成 29 年度には２万５千人となります。 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 37 年度 

総数 
（対前年度比）

20,898 人 
（105.2） 

21,649 人
（103.6）

22,776 人 
（105.2） 

23,901 人 
（104.9） 

25,104 人
（105.0）

31,313 人
(H26 比 144.6)

第 1 号被保険者認定率 １８．４％ １８．５％ １８．９％ １９．７％ ２０．４％ ２４．７％

（各年度９月末現在）
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３．介護保険制度の適正運営の推進

（１）介護保険制度の円滑な実施 ・・・財政の健全運営、利用者負担・介護給付適正化

（２）介護支援専門員への支援  ・・・ケアマネジメントの質の向上、人材確保・育成

（３）介護サービス事業者への支援・・・指導・育成、介護の質の向上

（４）制度啓発と相談体制の充実 ・・・普及啓発、苦情・相談体制の充実

４．介護サービスの基盤整備 

（１）基本的な考え方 

① 在宅サービスの充実を図り、引き続き「施設から在宅へ」の転換を進めます。

  ② 平成３７年（２０２５年）を見据え、地域包括ケアシステムの構築を目指し、

地域密着型サービスを中心に、計画的な整備を行います。

  ③ 日常生活圏域の特性を踏まえつつ、地域バランスを考慮した整備を進めます。

（２）整備の目標 

区分 
現況 (A) 

H26年度末 

第６期整備数（Ｂ） 

H27～H29年度

目標値（A+B） 

H29年度末 

介

護

保

険

施

設 

介護老人福祉施設 
24か所 

  （1,734床） 

― 

  （―） 

24か所 

  （1,734床）

介護老人保健施設 
18か所 

  （1,783床） 

― 

  （―） 

18か所 

  （1,783床）

介護療養型医療施設 
15か所 

  （960床） 

― 

  （―） 

15か所 

  （960床） 

地

域

密

着

型

サ

｜

ビ

ス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（24時間型の訪問サービス）
3か所 2か所 5か所 

夜間対応型訪問介護 3か所 2か所 5か所 

認知症対応型通所介護 
24か所 

  （257人） 

― 

  （―） 

24か所 

  （257人） 

小規模多機能型居宅介護 

（通い・泊まり・訪問介護を組み合

わせて提供するサービス）

26か所 

  （650人） 

6か所 

  （174人） 

32か所 

  （824人） 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム）

40か所 

  （531人） 

4か所 

  （72人） 

44か所 

  （603人） 

地域密着型介護老人福祉施設 

（定員29人以下の特別養護老人ホーム）

12か所 

  （261人） 

6か所 

  （174人） 

18か所 

  （435人） 

看護小規模多機能型居宅介護（複合

型サービス） 

（通い・泊まり・訪問介護･訪問看護

を組み合わせて提供するサービス）

1か所 

  （25人） 

3か所 

  （87人） 

4か所 

  （112人） 

特定施設入居者生活介護 

（有料老人ホーム等の事業者が入居

者に提供するサービス）

56床 60床程度 116床程度 



５．介護給付費等の見込み 

区  分 
第５期計画 

（平成24～26年度） 

第６期計画 

（平成27～29年度） 
伸び率 

保険給付費 105,618,470 千円 117,473,908千円 １１１.２％

  居宅介護サービス給付費等 36,816,663 千円 41,802,941千円 113.5％

  介護予防サービス給付費等 4,072,109 千円 3,736,602千円 91.8％

  地域密着型介護サービス給付費 11,538,188 千円 17,181,067千円 148.9％

地域密着型介護予防サービス給付費 67,760 千円 252,234千円 372.2％

  施設介護サービス給付費 41,389,451 千円 42,136,827千円 101.8％

 その他のサービス費 11,734,299 千円 13,723,859千円 117.0％

一定以上所得者の利用者負担見直し ― ▲691,355千円 ―

 補足給付の要件見直し ― ▲668,267千円 ―

地域支援事業費 2,053,860 千円 3,210,372千円 １５６.３％

  介護予防事業費（総合事業費） 574,184 千円 1,038,634千円 180.9％

  包括的支援事業・任意事業費 1,479,676 千円 2,171,738千円 146.8％

（計）介護給付費等 107,672,330千円 120,684,280千円 １１２.１％

（▲はﾏｲﾅｽ） 

６．保険料（65歳以上の方）の見込み等

（１）介護保険財源と保険料基準額の設定 

（２）第６期（平成 27～29 年度）保険料にかかる主な上昇・抑制要因 

① 上昇（増）要因 

・認定者及びサービス利用者の増並びに利用者の介護度の重度化など（+385 円） 

・第１号被保険者（65 歳以上）負担割合の増（２１％ → ２２％） （+301 円） 

・報酬単価の地域区分適用に伴う増（0％→3％）         （+090 円） 

② 抑制（減）要因 

・平成 27 年度介護報酬改定による減（改定率▲2.27％）     （▲128 円） 

・平成 27 年度制度改正による費用負担の見直しに伴う減     （▲073 円） 

   ・介護給付費準備基金（約７億５千万円）の活用による抑制    （▲175 円） 

22.0%

28.0%

12.5%

12.5%

25.0%

介護保険の財源（H27以降）

６５歳以上の方の

保険料

４０～６４歳の方の

保険料

国

県

市

（在宅サービスの場合）

公費（税金）

５０％

●第６期介護保険料基準額 ＝ 月額６，３００円

（第５期＝5,900円より 6.8％上昇） 

●保険料（65歳以上の方）基準額の設定手法 

① 必要と見込まれる介護給付費等 （ ± 財源調整） 

 × 

 ② 65歳以上の方の負担分（22％） 

 ÷ 

③ 65歳以上の方の人数



７．段階別保険料の設定（案） 

（１）第５期からの変更 

① 国の示す標準段階は、６段階から９段階に見直されました。 

 ・第１及び第２段階を統合し、新第１段階を設定 

 ・新第８段階の割合の引上げ（1.25→1.3） 

  ② 本市では、第５期の所得区分・負担割合を元に、所得水準に応じたきめ細かな保

険料設定を行う観点から、第６期では１２段階の設定とします。 

・所得に対する保険料負担率が高い新第４段階の割合の引下げ（0.9→0.85）、 

また第５段階を分割し、新第６段階の割合の引下げ（1.2→1.15） 

・第９段階を分割し、割合を引上げた新第１２段階を設定（2.0→2.1）  

（２）低所得者の保険料軽減強化 

① 新たに公費（国 1/2、県 1/4、市 1/4 負担）を投入し、低所得者（非課税世帯）の

保険料軽減の制度が創設されました。平成 27 年度は、新第１段階が対象となります。 

② 軽減する幅は、国の示す範囲内において、市が設定します。なお、国の予算成立後

に、軽減に係る政令が公布されるため、本市の軽減幅（軽減後の保険料）を定めるた

めの条例及び予算案は６月定例会での提案を予定しています。 



（３）第５期保険料と第６期保険料（案）

第５期 　　第６期
基準額に
対する割合

保険料
年額（円）

基準額に
対する割合

保険料
年額（円）

上昇額
年額（円）

上昇率
（％）

第１段階
生活保護世帯及び
老齢福祉年金受給者

０．４５ 31,900
(月額2,655円)

第２段階
年金収入＋合計所得
８０万円以下

０．４５ 31,900
(月額2,655円)

第４段階
（軽減）

年金収入＋合計所得
８０万円以下

０．９０ 63,800
(月額5,310円)

新第４段階 年金収入＋合計所得８０万円以下 ０．８５ 64,300
(月額5,355円)

500
(45円)

0.8

第４段階
年金収入＋合計所得
８０万円超

基準額
１．００

70,800
(月額5,900円)

新第５段階
年金収入＋合計所得
８０万円超

基準額
１．００

75,600
(月額6,300円)

4,800
(400円)

6.8

新第６段階 合計所得金額８０万円未満 １．１５ 87,000
(月額7,245円)

2,000
(165円)

2.4

5,800
(480円)

6.8

88,500
(月額7,375円)

新第８段階
合計所得金額
１２５万円以上　１９０万円未満

１．３０ 98,300
(月額8,190円)

9,800
(815円)

11.1

第７段階
合計所得金額
１９０万円以上　４００万円未満

１．５０ 106,200
(月額8,850円)

新第９段階
合計所得金額
１９０万円以上　４００万円未満

１．５０ 113,400
(月額9,450円)

7,200
(600円)

6.8

第８段階
合計所得金額
４００万円以上　７００万円未満

１．８５ 131,000
(月額10,915円)

新第１０段階
合計所得金額
４００万円以上　７００万円未満

１．８５ 139,900
(月額11,655円)

8,900
(740円)

6.8

新第１１段階
合計所得金額
７００万円以上　１，０００万円未満

２．００ 151,200
(月額12,600円)

9,600
(800円)

6.8

新第１２段階
合計所得金額
１，０００万円以上

２．１０ 158,800
(月額13,230円)

17,200
(1,430円)

12.1

第６段階
合計所得金額
１２５万円以上　１９０万円未満

１．２５

新第７段階
合計所得金額
８０万円以上　１２５万円未満

１．２０ 90,800
(月額7,560円)

第５段階
合計所得金額
１２５万円未満

１．２０

本
人
が
市
民
税
課
税

3,600
(300円)

6.8第３段階
年金収入＋合計所得
１２０万円超

０．７５
53,100

(月額4,425円)
新第３段階 年金収入＋合計所得１２０万円超 ０．７５

56,700
(月額4,725円)

53,000
(月額4,410円)

3,400
(280円)

6.9
第３段階
(軽減）

年金収入＋合計所得
８０万円超　１２０万円以下

０．７０
49,600

(月額4,130円)
新第２段階

年金収入＋合計所得
８０万円超　１２０万円以下

０．７０

０．４５ 34,100
(月額2,835円)

2,200
(180円)

6.9

区　　　分 区　　　分

本
人
が
市
民
税
非
課
税

世
帯
非
課
税

新第１段階
生活保護世帯及び
老齢福祉年金受給者、
年金収入＋合計所得が８０万円以下

世
帯
課
税

85,000
(月額7,080円)

第９段階
合計所得金額
７００万円以上

２．００ 141,600
(月額11,800円)

※合計所得金額

＝

「収入（課税年金、

給与所得など）」

－

「必要経費の相当額

（公的年金等控除額、

給与所得控除額など）」

◇収入と合計所得

・年金収入のみ 合計所得

80万円 ? 0円
200万円 ? 80万円
300万円 ? 180万円

・給与収入のみ 合計所

得

80万円 ?   15万円
200万円 ? 122万円

789 919 1,048 1,207 
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（第３～５期は決算（見込）、第６期は計画値）



　　地域支援事業の制度改正等について

款 項 平成２６年度 平成３０年度 項平成２７～２８年度 平成２９年度

保
険
給
付
費

地
域
支
援
事
業

介
護
予
防
事
業

（
二
次
・
一
次

）

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
事
業

包
括
的
支
援
事
業
・
任
意
事
業

包
括
的
支
援
事
業
・
任
意
事
業

完全実施準備期間

【介護予防給付】
（要支援１～２）

訪問看護、福祉用具 等

訪問介護、通所介護

【介護給付】（要介護１～５）

（新規）【新しい総合事業】

基準を緩和したサービス

住民主体による支援 等

その他の生活支援サービス

一般介護予防事業

（新規）【在宅医療・介護連携推進事業】

退院支援のルール化

地域連携パス

在宅医療・介護連携推進協議会

（新規）【認知症総合支援事業】

認知症ケアパス

認知症地域支援推進員

（専門職・嘱託医）

認知症初期集中支援チーム

【総合相談】

【権利擁護】

【包括的・継続的マネジメント支援】

【認知症高齢者見守り支援】

【訪問型介護予防】

【運動器の機能訓練】

【介護予防教室】

【虚弱高齢者自立支援】

【地域介護予防推進・啓発】

【実態把握】

（新規）【生活支援体制支援事業】

第一層協議体（市）

生活支援コーディネーター

早期診断・早期対応

２４時間３６５日

在宅医療・介護サービス

提供体制の構築

多職種研修

情報共有

急変時の対応

在宅での看取り主治医・副主治医

グループ支援

適切なケア

負担緩和（家族）

地域で暮らす

第二層協議体（未定）

生活支援コーディネーター

訪問介護、通所介護

市独自の
仕組み

（充実）地域包括支援センターがパイプ役として活動

《機能強化》

訪問介護

通所介護

移行年度

新事業実施


